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１ 医療費適正化計画について

１

◎高齢者の医療の確保に関する法律
２ 都道府県医療費適正化計画においては、当該都道府県の医療計画に基づく事業の実施による病床の機能の分化及び連携の推進の成果並
びに住民の健康の保持の推進及び医療の効率的な提供の推進により達成が見込まれる医療費適正化の効果を踏まえて、厚生労働省令で定
めるところにより算定した計画の期間における医療に要する費用の見込み（略）に関する事項を定めるものとする。
３ 都道府県医療費適正化計画においては、前項に規定する事項のほか、おおむね都道府県における次に掲げる事項について定めるものとする。
一 住民の健康の保持の推進に関し、当該都道府県において達成すべき目標に関する事項
二 医療の効率的な提供の推進に関し、当該都道府県において達成すべき目標に関する事項
三 前二号の目標を達成するために都道府県が取り組むべき施策に関する事項（四～六項略）



第３期全国医療費適正化計画における医療費の見込みついて



医療費適正化計画のＰＤＣＡ管理について

２



２ ⾻太の方針２０１９ （令和元年６月２１日 閣議決定） 【抄】

第２章１．（２）全世代型社会保障への改革

③ 疾病・介護の予防

（ⅰ）疾病予防の促進について
疾病予防は、地域や職域の保険者の役割が重要であり、保険者の予防・健康インセンティブの強化を図る。

（保険者努力支援制度（国民健康保険））
先進自治体のモデルの横展開を進めるために保険者の予防・健康インセンティブを高めることが必要であり、公

的保険制度における疾病予防の位置付けを高めるため、保険者努力支援制度（国民健康保険）の抜本的な強化
を図る。
同時に、疾病予防に資する取組を評価し、

（a）生活習慣病の重症化予防や個人へのインセンティブ付与、⻭科健診やがん検診等の受診率の向上等について
は、配点割合を高める、
（b）予防・健康づくりの成果に応じて配点割合を高め、優れた民間サービス等の導⼊を促進する、

といった形で配分基準のメリハリを強化する。

（後期高齢者支援金の加減算制度（企業健保組合））
後期高齢者支援金の加減算の幅を2017年度の23％から2020年度に両側に最大10％まで引き上げることで、保
険者（企業健保組合）の予防・健康インセンティブを強化する。

（ⅱ）介護予防の促進について
介護予防も、保険者（市町村）や当該地域の都道府県の役割が重要であり、保険者と都道府県の予防・健康インセ
ンティブの強化を図る。



３

(ⅲ)保険者機能の強化

一人当たり医療費の地域差半減、一人当たり介護費の地域差縮減に向けて、国とともに都道府県が積極的な役
割を果たしつつ、地域別の取組や成果について進捗管理・見える化を行うとともに、進捗の遅れている地域の要因を
分析し、保険者機能の一層の強化を含め、更なる対応を検討する。

インセンティブの評価指標（例えば、糖尿病等の重症化予防事業）について、アウトカム指標の割合を計画的に引き
上げていくとともに、引上げスケジュールをあらかじめ明らかにし、保険者等の計画的な取組を促す。インセンティブ付
与に当たっては、健診情報やレセプトを活用した多剤・重複投薬の是正や糖尿病等の重症化予防、保険者間での
データ連携・解析等に取り組む保険者を重点的に評価する。
個人の自発的な予防・健康づくりの取組を推進するため、ヘルスケアポイントなど個人のインセンティブ付与につな
がる保険者の取組を支援し、先進・優良事例の横展開を図る。

第３章 ２．（２）主要分野ごとの改革の取組

①社会保障

（医療・介護制度改革）

持続可能な社会保障制度の実現に向け、医療・介護サービスの生産性向上を図るため、医療・福祉サービス改革プ
ランを推進するとともに、地域包括ケアシステムの構築と併せ、医療・介護提供体制の効率化を推進し、勤労世代の負
担状況にも配慮しつつ、後期高齢者の増加に伴う医療費の伸びの適正化や一人当たり医療費の地域差半減、介護費
の地域差縮減を目指す。



（予防・重症化予防・健康づくりの推進）

(ⅰ) 健康寿命延伸プランの推進

健康寿命延伸プランを推進し、2040 年までに健康寿命を男⼥ともに３年以上延伸し、75 歳以上とすることを目指
す。健康寿命の延伸に関する実効的なＰＤＣＡサイクルの構築に向けて、各都道府県・市町村の取組の参考となる
よう、健康寿命に影響をもたらす要因に関する研究を行い、客観的な指標等をしっかりと設定・活用しつつ、施策を
推進する。健康無関心層も含めた予防・健康づくりの推進及び地域・保険者間の格差の解消に向け、自然に健康に
なれる環境づくりや行動変容を促す仕掛けなど新たな手法も活用し、次世代を含めた全ての人の健やかな生活習
慣形成等、疾病予防・重症化予防、介護予防・フレイル対策、認知症予防等に取り組む。

(ⅱ) 生活習慣病・慢性腎臓病・認知症・介護予防への重点的取組

糖尿病などの生活習慣病や慢性腎臓病の予防・重症化予防を推進する。
特定健診・特定保健指導について、地域の医師会等と連携するモデルを全国展開しつつ、実施率向上を目指し、
2023年度までに特定健診70％、特定保健指導45％の達成を実現する。保険者努力支援制度において加減算双方
向で の評価指標の導⼊などメリハリを強化するとともにその抜本的強化を図る。

がん検診受診率の向上のため、職域におけるがん検診実施状況の把握方法を確⽴するとともに、がん検診と特定
健診の一体的実施等に取り組む。受診率や有効性の向上のためのリスクに応じたがん検診の在り方について検討す
る。
特に働き盛りの40〜50 歳代の特定健診・がん検診受診率の向上に向けて、40 歳代に脳血管疾患や乳がんの罹患
率が急上昇すること等についての特定健診対象者への注意喚起と受診促進（例えば、がん検診と特定健診の一体的
実施等によるアクセシビリティの向上、40 歳時をターゲットとした効果的な受診勧奨などナッジの活用、40 歳時の健
診・検診の無料・低額化等）、新たな技術を活用した血液検査など負荷の低い健診に向けた健診内容の見直し・簡素
化等について総合的に取り組む。



４

「認知症施策推進大綱」に基づき、「共生」を基盤として予防に関するエビデンスの収集・評価・普及、研究開発など
を進めるとともに、早期発見・早期対応のため、循環型ネットワークにおける認知症疾患医療センターと地域包括支
援センター等との連携を一層推進するなど、施策を確実に実行する。
高齢者一人一人に対し、フレイルなどの心身の多様な課題に対応したきめ細やかな保健事業を行うため、運動、口
腔、栄養、社会参加などの観点から市町村における保健事業と介護予防の一体的な実施を推進する。高齢者の通い
の場の活用など、介護予防の取組の更なる推進に向け、介護保険制度の保険者機能強化推進交付金の抜本的強
化を図る。

(ⅲ) 健康増進に向けた取組、アレルギー疾患・依存症対策

健康増進の観点から受動喫煙対策を徹底する。
また、産学官連携による推進体制を2020年度末までに整備し、自然に健康になれる⾷環境づくりを推進する。
脳卒中や心疾患については、昨年成⽴した循環器病対策基本法に基づき、循環器病対策推進基本計画を策定
し、予防、医療機関の整備、情報の収集・提供、研究などの取組を着実に推進する。
口腔の健康は全身の健康にもつながることからエビデンスの信頼性を向上させつつ、国民への適切な情報提供、
生涯を通じた⻭科健診、フレイル対策にもつながる⻭科医師、⻭科衛生士による口腔健康管理など⻭科口腔保健の
充実、⼊院患者等への口腔機能管理などの医科⻭科連携に加え、介護、障害福祉関係機関との連携を含む⻭科保
健医療提供体制の構築に取り組む。
生涯を通じた⼥性の健康支援の強化に取り組む。アレルギー疾患の重症化予防と症状の軽減に向けた対策を推進
する。
あわせて、一般用医薬品等の普及などによりセルフメディケーションを進めていく中で、健康サポート薬局について

も、その効果を検証しつつ取組を進める。アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症対策について、相談・治療体制
の整備や民間団体への支援、速やかな人材育成等に取り組む。ゲーム障害についても、実態調査の結果等を踏まえ
て、必要な対策に取り組む。



参考１ 保険者における予防・健康づくり等のインセンティブの見直し



2020年度の保険者努力支援制度（全体像）

５

指標① 特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該当
者及び予備群の減少率

○ 特定健診受診率・特定保健指導受診率
○ メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

指標②特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や健診結果等
に基づく受診勧奨等の取組の実施状況

○ がん検診受診率 ○ 歯科健診受診率

指標③糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況
○ 重症化予防の取組の実施状況

指標④広く加入者に対して行う予防･健康づくりの取組の実施状況
○ 個人へのインセンティブの提供の実施
○ 個人への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況
○ 重複・多剤投与者に対する取組

指標⑥ 後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況
○ 後発医薬品の促進の取組・使用割合

指標②医療費の分析等に関する取組の実施状況
○ データヘルス計画の実施状況

指標③給付の適正化に関する取組の実施状況
○ 医療費通知の取組の実施状況

指標④地域包括ケアの推進に関する取組の実施状況
○ 国保の視点からの地域包括ケア推進の取組

指標⑤第三者求償の取組の実施状況
○ 第三者求償の取組状況

指標①主な市町村指標の都道府県単位評価

○主な市町村指標の都道府県単位評価(※)
・特定健診・特定保健指導の実施率
・糖尿病等の重症化予防の取組状況
・個人インセンティブの提供
・後発医薬品の使用割合 ・保険料収納率
※都道府県平均等に基づく評価

指標②医療費適正化のアウトカム評価

○年齢調整後一人当たり医療費
・その水準が低い場合
・前年度(過去３年平均値)より一定程度改善
した場合に評価
○重症化予防のマクロ的評価

指標③都道府県の取組状況

○都道府県の取組状況
・医療費適正化等の主体的な取組状況
（保険者協議会、データ分析、重症化予
防の取組等）
・医療提供体制適正化の推進
・法定外繰入の解消等



2020年度の国保の保険者努力支援制度について



【都道府県による基盤整備事業】 （１３５億円）

○ 国保ヘルスアップ支援事業の拡充（上限額引上げ）
◎ 人材の確保・育成
◎ データ活用の強化

【市町村事業】 （１１５億円）

○ 国保ヘルスアップ事業の拡充（上限額引上げ）
◎ 効果的なモデル事業の実施（※都道府県も実施可）

※ ◎は新たに設ける重点事業

保険者努力支援制度の抜本的な強化

事業内容

人生１００年時代を見据え、保険者努力支援制度を抜本的に強化し、新規５００億円（総額５５０億円）により予防・健康づくりを強力に推進

新規５００億円について、保険者努力支援制度の中に

① 「事業費」として交付する部分を設け（２００億円。現行の国保ヘルスアップ事業を
統合し事業総額は２５０億円）、

※ 政令改正を行い使途を事業費に制限

② 「事業費に連動」して配分する部分（３００億円）と合わせて交付

※ 既存の予防・健康づくりに関する評価指標に加え、①の予防・健康づくり事業を拡大する
等により、高い点数が獲得できるような評価指標を設定し配分

⇒ ①と②と相まって、自治体における予防・健康づくりを抜本的に後押し（「予防・
健康づくり支援交付金」）

事業スキーム（右図）

１,０００億円

＋

①予防・健康づくり事業費
２００億円

既
存
分

【見直し後の保険者努力支援制度】

②事業費に連動して配分
３００億円

※一部特調を活用

新
規
５
０
０
億
円

統合
＋国保ヘルスアップ事業

約５０億円
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参考２ 健康寿命の更なる延伸（健康寿命延伸プラン）



参考３ 日本の健診（検診）制度の概要

７



参考４ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

保健事業と介護予防の現状と課題（イメージ）



高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 （スキーム図）

８



後期高齢者医療の被保険者に係る歯科健診



９



参考５ 糖尿病性腎症重症化予防

糖尿病性腎症重症化予防に係る連携協定の締結（28年3月24日）



地域における連携体制のイメージ 糖尿病性腎症重症化予防プログラム
（平成28年4月20日国・日本医師会・日本糖尿病対策推進会議策定）

１０



２ ⾻太の方針２０１９ （令和元年６月２１日 閣議決定） 【抄】

第３章 経済再生と財政健全化の好循環
２．経済・財政一体改革の推進等
（３）歳出改革等に向けた取組の加速・拡大

① 「見える化」の徹底・拡大
見える化は歳出改革の推進力である。各府省は見える化を通じて得られた客観データを活用し、各分野における歳
出改革の取組について、そのコストや経済効果等を把握することにより、実効的なＰＤＣＡサイクルを構築する道筋を具
体化する。
内閣府は各省と連携し、糖尿病などの生活習慣病の重症化予防、40～50歳代への特定健診・特定保健指導・がん

検診の実施、地域医療構想の実現、国民健康保険の法定外繰入解消、介護予防などの重点課題について、経済・財
政と暮らしの指標・見える化データベースを活用し、類似団体間での進捗状況等の比較を含め、重点的に見える化を
行い、課題解決に向けた取組を2019年末までに工程化する。

（経済・財政一体改革推進委員会資料）参考６ 重点課題の見える化の推進等について



鳥取県の予防・健康に関する指標の現状

１１

〇の中の数値は、
都道府県順位



〇関連指標の出所一覧



予防・健康づくりに関する大規模実証事業（健康増進効果等に関する実証事業）

１２



全世代型社会保障検討会議 （2019年11月8日 日本医師会資料）

１．予防の推進



２ 地域に根ざした医療提供体制の確立

１３



歯科に関わる医療政策の方向性

（全世代型社会保障検討会議 2019年11月8日日本歯科医師会資料）
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全世代型社会保障検討会議 （2019年11月8日日本薬剤師会資料）

かかりつけ薬剤師・薬局



地域包括ケアシステムにおける薬局の役割
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